
 

 農産物処理加工施設 ・「荷受及び貯蔵施設」、「乾燥及び選別・調製施設」、「精選及び貯留施設」、

「搬送施設」、「計量施設」、「出荷及び包装施設」及び「残さ等処理施設」に

ついては、加工施設と一体的に整備するものとする。ただし、既存の加工施

設にこれらの施設を整備する場合は、この限りではない。 

・建物を整備する場合の規模は、原則として、１棟おおむね 100 平方メー

トル以上とする。 

・農産物処理加工施設の規模及び能力の決定に当たっては、あらかじめ、

市場調査や実需者との契約の調整等及び原料の安定確保のための生産体

制の整備を行い、これら需要及び原料供給に見合った適切な施設規模と

する。 

また、原料の仕入れ等に関しては、事前に当該地区の関係行政機関との

調整を図るとともに、必要な許認可等の手続を図るものとするが、施設

の効率的な利用等を図るため、品質の安定、規格の統一及び計画的な出

荷の促進の観点から、特に必要な場合は、事業実施地区外において生産

された生産物を事業対象に含めることができるものとする。 

・処理加工品の現地における試験的販売を目的としている場合に限り直売

施設を整備できることとし、農産物自動販売機も整備できるものとす

る。 

なお、麦、大豆、野菜及びこれらの加工品については、これらを利用し

た料理の紹介、料理法の普及等に必要な設備も整備できるものとする。 

・土地利用型作物（大豆）の取組において、食品事業者が整備する場合に

ついては、契約栽培を行う受益地区において、食品事業者と生産者等に

よる推進体制（協議会等）が整備されていることとし、産地ブランドを

確立するために、当該受益地区内の契約栽培大豆の処理加工に必要な規

模の処理加工用機器の新設又は能力の増強のみとする。なお、処理加工

を行う大豆については、産地と契約栽培した大豆に限るものとし、当該

契約栽培は、整備する機器の耐用年数期間内は契約数量が減少すること

のないよう、長期的な契約を締結するものとする。 

・都道府県知事が、効率的な農作物の集出荷体制の構築等のために特に必

要と認める施設等は、農用地区域及び生産緑地以外にも設置できるもの

とする。 

 

加工施設 

・加工施設の整備に当たっては、原則として、事業実施地区内で生産さ

れた生産物を処理加工するものとする。品質の安定等の観点から、特に

必要な場合は、事業実施地区外において生産された生産物を処理加工す

ることができるものとする。 

・加工施設とは、精米機、製粉機、製パン機、製麺機、ビール醸造機、

豆腐製造機、みそ製造機、コロッケ製造機、甘しょパウダー製造機、荒

茶加工機（荒茶の加工工程の全部又は一部の加工を目的とした機械等と

する。以下同じ。）、仕上茶加工機（仕上茶加工工程の全部又は一部の加

工を目的とした機械等とする。）、搾汁機、搾油機、トリミング用機械、

食品加工機、焙煎機、脱葉機、脱皮機、豆洗機、浸漬機、脱莢機、加圧
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機、冷凍機、水煮機、乾燥機、繰糸機、洋装用幅広織機、薫蒸処理機、

攪拌機、花束等加工機、繭等加工機、シルク加工機、桑葉粉末加工機

（地域特産物）、洗浄機、高機能成分等を抽出する等高度な加工を行う機

械等をいう。 

・茶の加工施設を民間事業者（収益性向上対策における食品事業者を含

む。）が整備する場合については、民間事業者と生産者等による推進体制

（協議会等）が整備されていることとし、当該生産者等の産地で生産さ

れた茶を主たる加工原料とする荒茶加工機の整備のみとする。ただし、

新市場獲得対策のうち新市場対応に向けた拠点事業者の育成及び連携産

地の体制強化の取組を実施する民間事業者においては、仕上茶加工機の

整備を含めるものとする。この場合にあっては、処理原料は産地と契約

栽培したものに限るものとし、当該契約栽培は長期的な契約を締結する

ものとする。 

荷受及び貯蔵施設 
 

乾燥及び選別・調

製施設 

 

精選及び貯留施設 
 

搬送施設 
 

計量施設 
 

出荷及び包装施設 
 

  
残さ等処理施設 

 

  
附帯施設 

 

 集出荷貯蔵施設 ・農作物の集出荷及び貯蔵に必要な施設とする。なお、建物の規模は、原則

として、１棟おおむね 100 平方メートル以上とする。 

・「予冷施設」、「貯蔵施設」、「選別、調製及び包装施設」及び「残さ等処理

施設」については、「集出荷施設」と一体的に整備するものとする。ただ

し、既存の集出荷施設又はてん菜の物流合理化のためにこれらの施設を整備

する場合並びに輸出拡大を図るためにこれらの施設を整備する場合（ただ

し、新市場獲得対策のうち新市場対応に向けた拠点事業者の育成及び連携産

地の体制強化の取組に限る。）は、この限りではない。また、これらの施設

を整備する場合の対象作物には、米及び麦は含まないものとする。 

・市場の動向等に対応して出荷を行うための交通の拠点等に設置する２次集

出荷のストックポイントについては、農業振興地域（農業振興地域の整備に

関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第６条第１項の規定により指定された

地域とする。以下同じ。）以外にも設置できるものとする。ただし、この場

合にあっても、当該施設に集荷又は貯蔵されるものは、原則として、農業振

興地域内で生産されたものに限るものとする。 

・消費者に直接販売する施設を一体的に設置できるものとし、農業振興地域

以外にも設置できるものとする。ただし、販売されるものは、原則として農

業振興地域内で生産されたものに限るものとする。 



・花き集出荷用専用ハードコンテナを整備することができるものとする。な

お、保冷車及び冷凍車については、交付対象は、コンテナ部分のみとし、ト

ラック本体は、交付の対象外とするものとする。 

・豆類についての処理能力は、年間 100 トン以上とする。ただし、黒大豆等

国産大豆の生産計画及び集荷・販売計画作成要領（平成 19年３月 30日付け

18 生産第 6009 号農林水産省生産局長通知）に基づき、生産者団体等が作成

する国産大豆の生産計画及び集荷・販売計画の対象外で販売される豆類はこ

の限りではない。 

・国産原材料サプライチェーン構築の取組にあっては、原則として、加工・

業務用の原材料を集出荷するものとするが、原材料を供給する産地の生産出

荷体制を勘案し、加工・業務用原材料の効率的かつ円滑な集出荷に必要な場

合にあっては、一部生鮮向けを含むことができる。 

・都道府県知事が、効率的な農作物の集出荷体制の構築等のために特に必要

と認める施設等は、農用地区域及び生産緑地以外にも設置できるものとす

る。 

  集出荷施設 ・糖度及び酸度等の青果物の内部の品質を測定して選別する選果施設を整備

する場合にあっては、農業者負担の軽減を図る観点から、事業コストの低減

について特に留意するものとし、また、選果により得られた内部品質データ

等は、農業者に還元するとともに、栽培管理に関する指導に活用し、一層の

高品質化及び均質化並びに生産技術の高度化を図るものとする。 

  予冷施設 ・青果物広域流通システム構築の取組において移動式真空予冷装置を整備す

る場合は、真空予冷施設をトレーラーの寸法に納め、運搬・移動を可能とし

た装置とする。また、補助対象は真空予冷装置部のみとし、トレーラー本体

は補助対象としないものとする。 

・青果物広域流通システム構築の取組において保冷コンテナを整備する場合

は、トラック輸送から鉄道輸送等への転換を図り、効率的なコールドチェー

ンを構築するために必要な冷凍・冷蔵機能を有するものとする。 

  貯蔵施設 ・品質低下を抑制しつつ、計画的かつ安定的に出荷する観点から予措保管施

設、定温貯蔵施設、低温貯蔵施設、ＣＡ貯蔵施設及びこれらの施設と同等以

上の鮮度保持効果があると認められる施設を整備することができる。また、

球根の調製、乾燥及び貯蔵に資する施設も含むものとする。 

・青果物広域流通システム構築の取組において、拠点保冷貯蔵施設として整

備する場合、流通コストの低減に向けて、トラック輸送から鉄道輸送等への

転換を図るため、交通の拠点等に設置することとし、農業振興地域以外にも

設置できるものとする。ただし、この場合にあっても、当該施設に貯蔵され

るものは、原則として、農業振興地域内で生産されたものに限るものとす

る。 

・てん菜の出荷を行うための交通の拠点等に設置する２次集出荷のストック

ポイントとして整備する場合、トラックスケール、パイラーと一体とするこ

とで貯蔵施設として整備することができる。 

  
選別、調製及び包 

装施設 

・消費者及び実需者に生産情報を提供するためにＩＤコードや２次元コード 

等を品物に添付する施設を整備することができる。 



  品質向上物流合理

化施設 

・米又は麦の荷受調製検査機械施設、ばら保管機械施設、補助乾燥施設及び

これらの附帯施設並びに麦の容器（容量１トン未満のもの及びフレキシブル

コンテナを除く。）とし、いわゆる平置き倉庫及びこれに準ずるものは対象

としない。なお、整備に当たっては、受益地区内の共同乾燥調製施設（新設

のもの及び能力の増強を計画中のものを含む。）との十分な利用調整を行

い、既設倉庫の有効利用について考慮するとともに、米又は麦の生産、集出

荷、流通等の実態を踏まえ、最も効率的なばら出荷方式を採用するものとす

る。 

・広域的な出荷体制を構築するため、品質向上物流合理化施設と併せ、連携

する既存の乾燥調製施設、穀類乾燥調製貯蔵施設等の整備が必要となる場合

には、附帯施設として取り扱い、一体的に整備できるものとする。 

  穀類広域流通拠点

施設 

・複数の乾燥調製施設、穀類乾燥調製貯蔵施設等の連携による穀類の広域

的なばら出荷及び製品出荷の拠点となる、(ａ)品質向上物流合理化施設、

(ｂ) 集出荷施設及び貯蔵施設（大豆を対象作物とする場合に限る。）、(ｃ)

精米施設とする。 

・産地間の連携が図られ実需者ニーズに対応した品質の穀類を大ロットで

確保する体制が整備されている場合に限り行えるものとする。 

・精米施設を整備する場合には、農業協同組合連合会等以外の精米業者へ

の影響等を考慮する観点から、次に定める全ての要件を満たすものとす

る。 

（ａ）当該施設で取り扱う米は、地域内から出荷された米であること。 

（ｂ）加工出荷計画について、事前に各都道府県内の精米業者及び関係行

政機関等との調整が図られていること。 

（ｃ）取組主体と米穀の卸売業者等との間に精米出荷を前提とした契約が

なされていること。 

（ｄ）当該施設からの米の出荷先については、取組主体による運営の主体

性、整備施設の公益性及び安定的な出荷を確保する観点から、特定の

者への出荷量が過半を占めないこと。 

・国産原材料サプライチェーン構築の取組の場合は対象外とする。 

  農産物取引斡旋施

設 

・茶、こんにゃく等の取引及び貯蔵のための施設とし、次のとおりとする。 

（ａ）この施設は、交通の拠点等に設置する２次集荷のストックポイントで

あるので、農業振興地域以外の地域でも設置できるものとする。ただ

し、この場合であっても、当該施設において取引及び貯蔵されるもの

は、原則として、農業振興地域内で生産されたものに限るものとする。 

（ｂ）原則として、次の栽培面積の３分の１以上の面積に係る生産量に相当 

する特産農産物等が、当該流通施設を経由して流通することが確実と見 

込まれる場合に限るものとする。 

ⅰ 茶‥‥‥‥‥‥‥･･････････1,000 ヘクタール 

ⅱ こんにゃく‥‥‥‥･･････････600 ヘクタール 

  青果物流通拠点施 

設 

・青果物の集荷に加え、加工、貯蔵及び分配の全て又はいずれかを組み合わ 

せた複合的機能を兼ね備える拠点施設とする。また、契約取引推進のため

に実需者の動向等に対応して集荷分配等を効率的に行うための交通の拠点

等に設置することとし、農業振興地域以外にも設置できるものとする。た

だし、この場合であっても、当該施設に集荷又は貯蔵されるものは、原則

として、農業振興地域内で生産されたものに限るものとする。 

・国産原材料サプライチェーン構築の取組の場合は対象外とする。 

・青果物広域流通システム構築の取組においては、産地間連携による複数産

地の青果物の集出荷の拠点となる施設とし、流通業者に限り整備することが

できるものとする。 

  残さ等処理施設  



 生産技術高度化施設 ・農作物の栽培等生産の高度化を支援するのに必要な施設とする。 

・当該施設において、セイヨウオオマルハナバチを飼養する場合は、野外へ

の逃亡防止等に万全を期すこと。 

 技術実証施設 ・先進的な新技術の実証に必要な栽培施設等とする。 

省エネルギーモデ 

ル温室 

・地下水及び地熱水利用設備、太陽熱利用設備、廃棄物等燃焼熱利用設備等 

熱交換設備、複合環境制御装置、水源施設、受変電施設、集中管理棟、養液

栽培装置、自動保温カーテン装置、自動かん水兼施肥施設、自動換気装置、

自動炭酸ガス発生装置、自動除湿装置及び土壌消毒施設を現地の実態等に応

じて装備するものとするが、自動換気装置は、必ず装備するものとする。 

また、あらかじめ、地下水、地熱水、太陽熱、廃棄物等燃焼熱等の地域資

源の賦存状況、利用可能熱量、権利関係及び導入作物の必要熱量等について

十分検討するとともに、長期にわたって地域資源の利用が可能であることを

確認し、低コスト生産の推進に留意するものとする。 

低コスト耐候性ハ

ウス 

・50m/s 以上の風速（事業対象作物について、ハウスの被覆期間中における

過去の最大瞬間風速に基づき、50m/s 未満とすることが妥当であると判断さ

れる場合においては当該風速とすることができる。ただし、当該風速が 35m/ 

s を下回る場合においては 35m/s を下限とする。また、被覆期間以外の期間

は、被覆資材を確実に外す等により、ハウスが風害を受けないよう適切に管

理すること。）に耐えることができる強度を有するもの又は 50kg/㎡以上の積

雪荷重に耐えることができる強度を有するもの若しくは構造計算上これに準

ずる機能を有するものであって、かつ、単位面積当たりの価格が同等の耐候

性を備えた鉄骨温室の平均的単価のおおむね 70％以下の価格であるものとす

る。 

・必要に応じて、養液栽培装置、複合環境制御装置、変電施設、集中管理

棟、自動カーテン装置、底面給水施設、立体栽培施設、省力灌水施肥装置、

点滴灌水施肥装置、ヒートポンプ、隔離ベッド栽培装置、根域制限栽培施

設、地中暖房兼土壌消毒装置、多目的細霧冷房施設等を整備することができ

るものとする。 

・当該施設の導入に当たっては、必要に応じて土壌調査及び構造診断を実施

するものとする。 

・取組主体は、当該施設内の栽培・管理運営について、第三者に委託できる

こととする。この場合において、文書をもって受託者の責任範囲を明確にす

るものとする。 

  高度環境制御栽培

施設 

・野菜や花き等の周年・計画生産を行うため、高度な環境制御が可能な太陽

光利用型又は完全人工光型のシステム本体及びシステムを収容する施設をい

う。 

・設置に当たり、地面をコンクリートで地固めする等により農地に形質変更

を加える必要がある場合や、コスト縮減を図る観点から、未利用施設又は未

利用若しくは自然エネルギーの効率的・効果的な利用を図るために必要な場

合等、都道府県知事が特に必要と認める場合にあっては、農用地区域及び生

産緑地地区以外にも設置できるものとする。（ただし、市街化区域を除く。） 

・太陽光利用型については、整備後の施設は、50m/s 以上の風速（過去の最

大瞬間風速に基づき、50m/s 未満とすることが妥当であると判断される場合

においては当該風速とすることができる。ただし、当該風速が 35m/s を下回

  通い容器関連施設  ・通い容器の洗浄・保管等に必要な施設とし、国産原材料サプライチェーン

構築及び青果物広域流通システム構築の取組の場合に整備することができ

る。 

  附帯施設  



る場合においては35m/s を下限とする。）若しくは 50kg/㎡以上の積雪荷重に

耐えることができる強度を有するもの又は構造計算上これらに準ずる機能を

有するものとし、必ず複合環境制御装置及び空調施設を装備するものとす

る。 

・完全人工光型については、整備後の施設は必ず複合環境制御装置及び空調

装置を備えているものとする。 

空調施設とは、暖房又は冷房装置等により１年を通じて夏場でも気温を生

育に最適な条件に制御可能な設備とする。 

・必要に応じて、栽培用照明装置、養液栽培装置、水源施設、変電施設、集

中管理棟、自動天窓開閉装置、自動カーテン装置、自動かん水施肥装置、炭

酸ガス発生装置、ヒートポンプ、栽培用架台、育苗装置、無人防除装置、収

穫、搬送及び調製の省力化に資する装置等を整備するものとする。 

・完全人工光型の施設導入に当たり、スプラウト類、リーフレタス類等の周

年・計画生産の技術が既に普及している品目については、生産性や収益性の

向上に資する新技術の導入を必須とする。 

新技術は、農林水産省が過去の補助事業により整備した完全人工光型の施

設における生産性の指標を超えることが客観的なデータに基づき立証できる

ものに限るものとする。 

また、完全人工光型の施設に係るスプラウト類、リーフレタス類等の同一

の新技術の導入地区数の上限は、関連事業（本事業、強い農業・担い手づく

り総合支援交付金及び農畜産物輸出拡大施設整備事業における高度環境制御

栽培施設及び高度技術導入施設の整備をいう。以下この欄及び「高度技術導

入施設」の欄において同じ。）を通じ、累計で全国３地区までとし、３地区に

達した場合にはより高い生産性の指標に改訂することとする。 

・整備に当たっては、多額の初期投資及び維持管理費を要するため、施設

費、光熱動力費、資材費等のコスト並びに生産物の販売単価、販売先及び採

算性を十分精査し、経営として十分成立し得る生産計画及び販売計画を策定

していること。 

特に、販売計画については、契約等に基づき、販売先及び販売単価が安定的

に確保できると見込まれること。少なくとも、事業実施年度又は翌年度の出

荷量の過半については、書面契約又は覚書等に基づき、安定的な販売先が確

認できること。また、生産計画に関しては、販売単価に応じた生産原価を設

定するとともに、研修の実施等、栽培技術の習得に向けた取組が行われてい

る又は行われることが確実であること。 

  高度技術導入施設 ・施設園芸栽培技術高度化施設、直播用水稲種子処理施設（種子コーティン 

グ施設）、ほ場内地下水位制御システム、水稲自動水管理施設、有益昆虫増殖

貯蔵施設、菌類栽培施設等を整備できるものとする。 

・｢施設園芸栽培技術高度化施設｣は、50m/s 以上の風速（事業対象作物につ

いて、ハウスの被覆期間中における過去の最大瞬間風速に基づき、50m/s 未

満とすることが妥当であると判断される場合においては当該風速とすること

ができる。ただし、当該風速が 35m/s を下回る場合においては 35m/s を下限

とする。また、被覆期間以外の期間は、被覆資材を確実に外す等により、ハ

ウスが風害を受けないよう適切に管理すること。）又は 50kg/㎡以上の積雪荷

重に耐えることができる強度を有する若しくは構造計算上これに準ずる機能

を有する既存の鉄骨（アルミ骨を含む。）のハウス又は建物に設置するものと

し、複合環境制御装置、照明装置、自動カーテン装置、自動天窓開閉装置、

養液栽培装置、炭酸ガス発生装置、底面給水施設、立体栽培施設、省力灌水

施肥装置、点滴灌水施肥装置、隔離ベッド栽培装置、根域制限栽培施設、無

人防除装置、地中暖房兼土壌消毒装置、加温装置、細霧冷房施設、ヒートポ



ンプ、脱石油型エネルギー供給施設、収穫、搬送及び調製の省力化等に資す

る装置とする。 

脱石油型エネルギー供給施設とは、園芸施設へのエネルギー（電気や熱を

いう。）の供給を目的とするトリジェネレーションシステム、メタンガス利用

システム及び小型水力発電システムとする。 

・完全人工光型の施設導入に当たり、スプラウト類、リーフレタス類等の周

年・計画生産の技術が既に普及している品目については、生産性や収益力の

向上に資する新技術の導入を必須とする。 

新技術は、農林水産省が過去の補助事業により整備した完全人工光型の施

設における生産性の指標を超えることが客観的なデータに基づき立証できる

ものに限るものとする。 

また、完全人工光型の施設に係るスプラウト類、リーフレタス類等の同一

の新技術の導入地区数の上限は、関連事業を通じ、累計で全国３地区までと

し、３地区に達した場合はより生産性の高い指標に改訂することとする。 

・｢有益昆虫増殖貯蔵施設」は、建物、幼虫保存用冷蔵庫、幼虫飼育用環境調

節機器、飼料調製用器具等、幼虫及び成虫の飼育保存機器並びにこれらに準

ずるものとする。施設の能力は、原則として、当該地域の対象作物の受粉及

び受精並びに対象害虫の駆除に必要な昆虫量を供給できる水準のものとす

る。 

・「菌類栽培施設」及び「菌床製造施設」の整備は、マッシュルーム及び菌床

栽培きのこを対象とする。 

  栽培管理支援施設 ・作業の軽労化や品質向上を図るため、園地管理軌道施設、花粉開葯貯蔵施

設、冷蔵貯桑施設、パインアップル品質向上生産施設、用排水施設、点滴施

肥施設、かん水施設及び土壌環境制御施設を整備できるものとする。 

・「花粉開葯貯蔵施設」は、建物、葯落とし機、開葯装置、花粉貯蔵施用冷蔵

庫、花粉検査用器具及びこれらの附帯施設とし、その能力は、原則として、

当該地域の対象果樹の人工授粉に必要な花粉の総量（自家自給分を除く。）を

供給できる水準のものとする。 

・「用排水施設」とは、揚水施設、遮水施設、送水施設、薬液混合施設、明き

ょ等配水施設整備とし、「かん水施設」の整備については、スプリンクラー

（立ち上がり部分）は、交付の対象外とするものする。 

  株分施設  ・いぐさに限る。 

 附帯施設  

種子種苗生産関連施 

設 

・優良な農作物種子種苗の生産を支援するのに必要な施設とする。 

 種子種苗生産供給

施設 

・優良種子種苗の管理、生産及び増殖を目的とした施設であり、セル成型苗

生産施設、接ぎ木施設、組織培養施設、温室、網室及びこれらに附帯する施

設を整備することができるものとする。なお、野菜については、これに加

え、栄養繁殖性野菜と種子繁殖性の地域特産野菜を対象とし、原原種苗、原

種苗等の生産及び増殖を行うための種子種苗生産増殖施設並びに種子種苗を

大量に生産するための種子種苗大量生産施設を整備できるものとする。 

  種子種苗処理調製

施設 

・地域における種子種苗の品質向上を図るための拠点となる種子品質向上施

設及び調製後の種子に消毒を行う種子消毒施設を整備できるものとし、種子

品質向上施設については、種子の発芽率等を検査する自主検査装置、種子の

生産行程の管理や品質改善のための診断指導に必要な機器及びこれらの附帯

施設を整備できるものとする。 



  種子備蓄施設 ・気象災害等の不測の事態に備え、種子の品質を維持しつつ長期間備蓄する

ための温湿度調節機能を有する品質維持施設、備蓄種子の発芽率等を検査す

る自主検査装置及びこれらの附帯施設を整備できるものとする。 

  種子生産高度化施

設 

・土地利用型作物の種子生産の高度化又は効率化を図るために必要な装置及

びその附帯施設を整備できるものとする。 

  附帯施設 ・適正な品質の堆肥製造に必要な発酵条件の設定に時間がかかるなど、やむ

を得ない事情により都道府県知事が特に必要と認める場合にあっては、目標

年度を当初の目標年度の翌年度とすることができる。 

 


